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大分市における密集市街地の改善
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事後評価書



平成27年　3月

大分市における密集市街地の改善

平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 大分市

『住宅密集市街地の防災対策を行うことにより、安全で安心できる住まい・まちづくりを実現する。』

・密集市街地における接道不良住宅割合

・密集市街地における道路整備率

・密集市街地における不燃領域率

（H22当初） （H24末） （H26末）

① 住宅市街地総合整備事業の整備計画データをもとに接道不良住宅率をH22年度の72%をH26年度には50%まで減少させる。

（接道不良住宅率）＝（接道不良住宅棟数:620棟－整備完了後接道が可能となる住宅棟数:184棟）／（区域内全住宅棟数:866棟)（％） 72% 54% 50%

② 住宅市街地総合整備事業の整備計画データをもとに道路整備率をH26年度には31%まで整備する。

（道路整備率）＝（道路整備延長:2,291m）／（区域内未整備道路全体延長（公共用地及び区域内私有地通路含む:7,225m））（％） 0% 18% 31%

③ 住宅市街地総合整備事業の整備計画データをもとに不燃領域率をH22年度の28%をH26年度には33%まで向上させる。

（不燃領域率）＝空地率＋（１－空地率／１００）×不燃化率（％） 28% 0% 33%

事　後　評　価　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

平成27年3月

市ホームページに掲載

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-A1 住宅 一般 大分市 直接 市

密集市街地の整備・２０．５ｈａ

2,360.4

1-A2 住宅 一般 大分市 直接 市

密集市街地の整備・　５．９ｈａ

371.8

合計 2,732.2

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

合計 0.0

番号 備考

番号

事業者

　　計画の成果目標（定量的指標）

交付対象事業

事業者

全体事業費

（百万円）

全体事業費

合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

2,735百万円 Ａ 2,732百万円

内部行政評価（平成26年11月）による意見、及び国が定める重点密集市街地の「最低限の安全性確保」の

基準による考察を行い評価　※平成26年度末の達成状況

要素となる事業名（事業箇所）

備考

当初現況値

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

0.1%

社会資本総合整備計画（地域住宅支援）　事後評価書

計画の名称

計画の期間 交付対象

計画の目標

中間目標値 最終目標値

Ｂ 0百万円 Ｃ

事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

要素となる事業名種別等

3百万円

効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価（中間評価）の実施体制

市町村名

事業実施期間（年度）

全体事業費

（百万円）

浜町芦崎新川地区　住宅市街地総合整備事業

三佐北地区　　　　住宅市街地総合整備事業

事業内容・規模等

事業内容

一体的に実施することにより期待される効果



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H22 H23 H24 H25 H26

1-C1 住宅 一般 大分市 直接 市 事業活用調査 大分市 2.8

合計 2.8

番号 備考

1-C1

事業効果を分析し、事業の有効な活用を検討するとともに、今後の整備計画に反映させることにより、効果的で継続的な整備を図る。

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

・道路整備により接道不良住宅が減少した。また、沿線の老朽家屋の除却が進むことで残地の交換・分合が増加傾向であり土地の有効化が進んでいる。

Ⅰ定量的指標に関連する ・住宅密集地に骨格道路となる防災道路等を整備することで、地震時等の避難路及び緊急車両の経路が確保され地区の防災性や安全性が向上している。

　　　交付対象事業の効果の発現状況 ・防災道路や公園の整備が進むことで火災時の物的被害の低減や安全性が向上している。

最終目標値 50%

Ⅱ定量的指標の達成状況 目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 45%

最終目標値 31%

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 28%

最終目標値 33%

目標値と実績値

に差が出た要因

最終実績値 32%

　道路と併せて上下水道が整備されていることから、地区内の住環境の向上に繋がっている。

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

　本地区は、住宅が密集し建物の老朽化も進んでいることから地震による倒壊等、防災上危険性の高い地区であることから国の重点密集市街地に指定されている。

　これまでの取り組みにより地区内の防災性及び安全性の向上について一定の成果を果たすことができているが、現計画期間内では避難路等の機能を持った防災道路や都市計画道路等の整備完了に至っておらず、地区内の最

低限の安全性が確保されていない。

　このことから、早期に密集市街地の整備改善を行うことが必要であり、住民と協働での課題整理や地区住民の合意形成を得るための柔軟な対応を行う中で、引き続き第２期計画を作成し本地区の住環境整備事業を進めるこ

とで避難路等の確保や最低限の安全性確保に向けた整備目標の達成に努めたい。

　なお、２期計画での定量的指標の設定は、指標①（密集市街地における接道不良割合）及び指標③（密集市街地における不燃領域率）については、国が行う重点密集市街地進捗調査における不燃領域率等の算定方法と本計

画での算定方法の整合を図る為、地区内の建築面積の指標算定に使用する基礎データーの抽出方法を変更する。

　また、指標②（密集市街地における道路整備率）は計画道路の進捗状況や不燃領域率等の算定に使用する基礎データーであり、地区改善に向けた直接的な指標と異なることから２期計画では使用しない。

番号

指標①（密集市

街地における接

道不良住宅割

合）

指標②（密集市

街地における道

路整備率）

指標③（密集市

街地における不

燃領域率）

　地区内の骨格道路の整備により、目標に対して90％の整備は実施できたが、用地買収の難航（相続、境界

紛争等）により道路整備に着手できなかったことが要因で目標値に達しなかった。

　地区内の骨格道路の整備により、老朽家屋の除却に伴った土地の交換や売買が活発となっていることから

接道不良住宅の減少に繋がった。

　道路整備により、不燃領域率が目標値に対して97%は改善されたが、用地買収の難航により道路整備が遅

れたことで地区内の空地率が当初の目標値に達しなかった。

一体的に実施することにより期待される効果

事業効果の分析及び今後の整備計画の検討

-

全体事業費

（百万円）

事業者

要素となる事業名 事業内容 市町村名種別等



（参考図面）地域住宅支援

計画の名称 大分市における密集市街地の改善

計画の期間 平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 大分市

浜町芦崎新川地区における密集市街地の改善

交付対象

1A-1 住宅市街地総合整備事業（20.5ha）

関連公共施設（街路事業）L=156m

関連公共施設（街路事業）L=431m

⑲路線N-2

居住環境施設

L=95m・W=8m

⑱路線N-1

居住環境施設

L=105m・W=8m

①路線A

居住環境施設

L=120m・W=6m

②路線B

居住環境施設

L=130m・W=6m

④路線D

居住環境施設

L=135m・W=6m

⑦路線F

居住環境施設

L=55m・W=6m

⑩路線H

居住環境施設

L=55m・W=6m

⑫路線J

居住環境施設

L=250m・W=6m

⑮路線K3

居住環境施設

L=60m・W=6m

⑨路線G2

居住環境施設

L=45m・W=6m

⑪路線I

居住環境施設

L=120m・W=6m

⑧路線G1

居住環境施設

L=160m・W=6m

⑭路線K2

居住環境施設

L=90m・W=6m

⑤路線E1

居住環境施設

L=75m・W=6m

⑬路線K1

居住環境施設

L=80m・W=6m

⑥路線E2

居住環境施設

L=55m・W=6m

③路線C

居住環境施設

L=110m・W=6m

公園（新設）

居住環境施設

Ａ＝

Ａ＝Ａ＝

Ａ＝1500

15001500

1500㎡

㎡㎡

㎡

凡 例

防災道路

都市計画道路

公 園

重点整備地区

優先整備ゾーン

路線O

居住環境施設

L=14m・W=6m



（参考図面）地域住宅支援

計画の名称 大分市における密集市街地の改善

計画の期間 平成22年度　～　平成26年度　（5年間） 大分市

三佐北地区における密集市街地の改善

交付対象

②路線B

居住環境施設

L=169ｍ W=6.0ｍ

②路線A

居住環境施設

L=585ｍ W=9.5ｍ

②路線C

居住環境施設

L=86ｍ W=6.0ｍ

②路線E

居住環境施設

L=98ｍ W=5.0ｍ

②路線D

居住環境施設

L=209ｍ W=5.0ｍ

由原浜新地線 W＝１６ｍ

は住宅市街地総合整備事業区域 A=5.9ha

都市防災推進事業区域 A=62.1ha

は計画道路延長 L=1175ｍ(内、整備延長L=696ｍ)

②路線F

居住環境施設

L=28ｍ W=5.0ｍ

②貯水槽-2

居住環境施設

N=1箇所


